
吸収合併に係る事前開⽰書類 
2024 年２⽉ 13 ⽇ 

⼤阪市北区堂島浜⼀丁⽬４番 16 号 
共英製鋼株式会社 

代表取締役 廣冨靖以 
 
 当社は、2023 年 10 ⽉ 31 ⽇付で関東スチール株式会社（以下「関東スチール」といいま
す。）との間で締結した合併契約書に基づき、2024 年３⽉ 31 ⽇を効⼒発⽣⽇として、当社
を吸収合併存続会社、関東スチールを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」と
いいます。）を⾏うことといたしました。 

本合併に関し、会社法第 794 条第 1 項および会社法施⾏規則第 191 条に基づき、下記の
とおり事前開⽰をいたします。 
 

記 
 
1. 吸収合併契約の内容 

別紙①の合併契約書のとおりです。 
 

2. 合併対価の相当性に関する事項 
関東スチールは当社の完全⼦会社であるため、本合併に際して株式その他の対価の

交付は⾏いません。また、本合併による当社の資本⾦及び資本準備⾦の額の増加はあり
ません。 

 
3. 新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 
 

4. 吸収合併消滅会社（関東スチール）の計算書類等に関する事項 
イ) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

関東スチールの最終事業年度に係る計算書類等は別紙②のとおりです。 
 

ロ) 最終事業年度の末⽇後に⽣じた重要な財産の処分、重⼤な債務の負担その他の会社
財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 
 

5. 吸収合併存続会社（当社）に関する事項 



イ) 最終事業年度の末⽇後に⽣じた重要な財産の処分、重⼤な債務の負担その他の会社
財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 
 

6. 本合併が効⼒を⽣ずる⽇以後における吸収合併存続会社（当社）の債務の履⾏の⾒込み
に関する事項 
 本合併の効⼒発⽣後の当社の資産の額は、債務の額を⼗分に上回ることが⾒込まれ
ます。また、本合併後の当社の収益状況およびキャッシュフローの状況について、当社
の債務の履⾏に⽀障を及ぼすような事態は、現在のところ認識しておりません。 

したがって、本合併の効⼒発⽣⽇以降における当社の債務について履⾏の⾒込みは
あるものと判断いたします。 

 
以上 

  



別紙①（吸収合併契約書） 
 

（添付のとおり） 
  











別紙②（関東スチールの最終事業年度に係る計算書類等） 
 

（添付のとおり） 
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茨城県土浦市大畑５８０番地 

関東スチール株式会社 

  



  

事 業 報 告 

 

 

自 ２０２２年 ４月 １日 

至 ２０２３年 ３月３１日 

 

（１）事業の経過および成果 

2022 年度の日本経済は、2022 年 3 月にまん延防止等重点措置が解除されて以降、消費と設備

投資が前期比プラスで推移するなど、緩やかに持ち直し、多くの需要項目でコロナ禍前水準を

回復しました。一方、ロシアのウクライナ侵略等による原材料価格の上昇や円安による輸入物

価の上昇は国内物価を上昇させ、家計・企業の活動に影響を与えました。 

我が国の粗鋼生産量は 8,784 万トンと前年比-8.1％となりましが、棒鋼生産は 760 万トンと

前年比-2.0％の微減に留まりました。 

国内建設用鋼材市場は、前年度に比べて回復基調にありましたが、人手不足による工事遅延や

資材高騰により需要は前年度を割り込む結果となりました。当社に於いては、国内出荷 26 万

トンの計画を達成することができました（前年対比+8.8％）。収益面については、昨年より再生

産可能な販売価格を謳い価格の引き上げに努めてまいりました。その結果、スクラップ価格も

比較的落ち着いたこともあり、売買差が拡大し高い利益を確保することができました。 

2022 年度、売上高 26,052 百万円、営業利益 3,067 百万円、経常利益 3,072 百万円、当期純利

益 2,114 百万円の結果となりました。 

 

 （２）資金調達の状況 

     当年度も調達金利の外部流出防止及び金利負担の軽減を目的に親会社借入枠の設定を実施し

ました。運転資金枠として 5,000 百万円を設定し、必要資金の調達を行いました。当年度末の

親会社借入金残高はありません。 

 

 （３）設備投資の状況  

     当年度は非生産投資として、厚生棟新設 291 百万円、維持更新投資として主機インバーター

更新関連 146 百万円、電気炉マスト及びマストアーム更新工事 92 百万円、オシュレーション

本体組立品及び指示梁更新工事関連 66百万円、連鋳架構更新関連 55百万円、総額 1,345 百万

円の設備投資を行い、必要資金は全額自己資金で賄いました。 

 

（４）今後の見通しと当社が対処すべき課題 

     国内鉄鋼需要については、非住宅分野で倉庫・物流施設に加え、首都圏を中心に大型案件が堅

調に推移することから、鋼材需要の増加が期待されております。 

当社は、「厳しい競争や環境に打ち勝ち、社員が安心して活き活きと働く会社になる」をスロ

ーガンに外部環境の変化に柔軟、且つスピーディーに対応した強い会社を目指します。その中

で、製造部門はエネルギー価格上昇に対応した原単位改善をすすめ、コストと品質の向上を図

ります。営業部門は原料の安定購入の仕組みづくりを目指した施策を実施します。又、スクラ

ップ過積載の撲滅をすすめます。操業面では、安全水準の向上を主眼に「安全行動強化運動」

と機械化・自動化による本質安全化を推進します。これらの施策を実行し収益確保を目指して

まいります。 



  

（５）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

   年 度 

区 分 

第 21 期 

(2020 年 3 月期) 

第 22 期 

(2021 年 3 月期) 

第 23 期 

(2022 年 3 月期) 

第 24 期 

（当事業年度） 

(2023 年 3 月期) 

売 上 高(千円) 17,889,311 16,113,603 20,513,190 26,052,787 

経 常 利 益 又 は   

経常損失(△)(千円) 
3,174,995 1,947,150 △ 271,203 3,072,856 

当 期 純 利 益 又 は  

当期純損失(△)(千円) 

2,103,054 1,333,044 △ 283,879 2,114,705 

1 株当たり当期純利益又は  

1 株当たり当期純損失(△)(円 ) 
375.41 237.95 △ 50.67 377.49 

総 資 産(千円) 20,469,025 21,282,679 21,460,607 23,869,224 

純 資 産(千円) 16,923,111 17,429,255 16,618,555 18,712,850 

１株当たり純資産(円) 3,020.90 3,111.25 2,966.53 3,340.38 

 

 

２．会社の概況（２０２３年３月３１日） 

 （１）主要な事業内容 

   ①鋼片および鋼材の製造・販売ならびに鋼材の加工 

   ②産業廃棄物・一般廃棄物・医療廃棄物の収集・運搬および処分業 

   ③土木・建築工事の設計ならびに施工 

   ④一般貨物自動車運送事業および貨物運送取扱事業 

   ⑤古物商および金属くず商 

 

 （２）主要な営業所及び工場 

名 称 所 在 地 

本 社・工 場 茨 城 県 土 浦 市 

 

 （３）株式に関する事項 

   ①発行済株式と株主数 

項 目 内 容 

会社が発行する株式の総数 普通株式 18,400,000 株 

発 行 済 株 式 総 数 普通株式  5,602,000 株 

株 主 数 １名 

 



  

②大株主 

株 主 名 
当社への出資状況 

 

持 株 数 議決権比率 

           株           ％ 

共 英 製 鋼 株 式 会 社      5,602,000         100 

 

(４）従業員の状況 

区  分 従 業 員 平 均 年 齢  平均勤続年数 

男     性    145 名（±０） 38.0 才 14.0 年 

女     性      7 名（±０） 49.0 才 15.4 年 

合計または平均    152 名（±０） 38.5 才 14.1 年 

    (注)従業員数には、社外からの出向４名、嘱託者 10 名は含んでおりません。 

      尚、平均勤続年数は旧関東スチール株式会社における勤続期間を通算しております。 

 

 （５）当社の重要な親会社の状況 

      ①親会社の状況 

      当社の親会社は共英製鋼株式会社であり、同社は当社の株式を 5,602,000 株 

     （出資比率 100％）保有しています。当社は親会社から主として役員の派遣、資金借入、 

      技術援助を受けております。 

      ②親会社との間の取引に関する事項 

      a 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項 

        上記（5）①に記載の親会社である共英製鋼株式会社との取引の条件について、一般  

的な市場での条件を勘案し親会社以外との取引条件と著しく相違しないように留意 

して、公正かつ適正に決定しています。 

            b 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由 

        当社の経営方針や事業展開などに係る意思決定にあたっては、親会社からの一定の 

独立性を確保し当社の取締役が独自の経営判断に基づき行っており、当社の利益を害す

ることはないものと判断しています。 

        当社の取締役会は、親会社との取引が適切な取引条件により行われており、当社の 

利益を害することはないものと判断しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

３．役員に関する事項 

 （１）取締役および監査役の氏名等 

役 名 氏 名 担 当  
他の法人等の代表状況等 

または重要な兼職の状況 

代表取締役社長 川 上 浩 生   

取 締 役 高 橋  勇 

製造・業務・生産 

安全環境管理担当 

 

取 締 役 鈴 木 廣 志   

監 査 役 林 進  共英製鋼株式会社 執行役員経理部長兼情報システム部長 

 

 （２）取締役および監査役の報酬等の額 

取締役３名   49,588 千円 

監査役 1 名   親会社から派遣される監査役については無報酬としております 

 

 

４．会計監査人の状況 

 （１）会計監査人の名称 

        有限責任 あずさ監査法人 

 

 （２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

        5,000 千円 

 

 （３）非監査業務の内容及び報酬等の額 

        ①電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則 

（経済産業省令第四十六号）第 29条第２項第３号に基づく手続業務 

95 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

５．業務の適正を確保するための体制 

項 目 内  容 

（１）取締役の職務執行に係

る情報の保存および管理

に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報・文書については、社内規程に従い適

切に保存・管理することとし、必要に応じて規程の見直し等の運用の

検証を行う。 

（２）損失の危険の管理に関

する規程その他の体制 

 

 

 

 

 

 

 

①平時は、取締役会において中期経営計画、年度経営計画を策定

し、月次・四半期・年度決算のサイクルによる損益管理を実施、

事業環境の変化に迅速に対応する。 

②予想される主要なリスクに対して、各所管部署において規程・体

制を整備するとともに、必要に応じてマニュアルの作成、研修会

の実施等を行う。 

③重大な災害、事故および違法行為等が発生した緊急時において、

「リスク管理委員会」を設置し、迅速で適正な危機対応が行える

体制を整備する。 

（３）取締役の職務の執行が

効率的に行われることを

確保するための体制、並び

に取締役の職務の執行が

法令及び定款に適合する

ことを確保するための体

制 

 

 

取締役会が取締役の職務執行を監督するとともに、監査役が取締役

の職務執行を監査する体制を基本とし、これらの体制が効率的に機

能するために以下の体制を整備する。 

①取締役会は、取締役の職務執行が効率的かつ法律・定款に適合す

るよう、取締役会規程に基づき、取締役の職務執行を監督する。 

②取締役会で意思決定を行う事項を取締役会規程に定める。 

③日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基

づき権限の委譲を行い、各職責の責任者が意思決定ルールに則り

業務を遂行する。 

（４）使用人の職務の執行が

法令及び定款に適合する

ことを確保するための体

制 

 

 

 

 

 

 

違法行為の発生を防止するため「コンプライアンス委員会」を設置し 

以下のコンプライアンス・プログラムを整備する。 

①コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する周知・啓発、

及び違反またはその恐れのある場合の調査及び是正措置等を行

う。 

②コンプライアンスに関する疑義が生じた場合に、使用人がコンプラ

イアンス委員会に相談もしくは内部通報できる「コンプライアン

ス相談窓口」を設置する。 

③万一コンプライアンスに違反する事態が発生した場合には、その内

容・対処案がコンプライアンス委員会を通じて取締役会、監査役に

報告される体制を構築する。 

（５）監査役の監査に関する

事項 

 

 

 

 

 

 

 

（１）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の

取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項 

①監査役よりその職務を補助すべき使用人の配置を求められた場合、

取締役は監査役と協議のうえ、専任または監査部門を兼任する使 

用人を配置するものとし、監査役は当該使用人を指揮することが 

できる。 

②上記使用人の人事異動および人事考課等については、監査役の同 

意を得たうえで決定するものとし、取締役からの独立性を確保す



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

（２）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他 

監査役への報告に関する体制、並びに報告したことを理由として不 

利益な取扱いを受けないことを確保するための体制 

①監査役は、取締役会等の重要会議に出席して情報を共有するととも

に、取締役及び使用人は、法律の定めにより監査役に適時・適切な

報告を行う。 

②監査役に報告を行なった当社の取締役、使用人に対し、当該報告を

したことを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨

を周知徹底する。 

（３）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため 

の体制 

①監査役は、取締役会等の重要会議に出席し、経営上の重要情報につ

いて報告を受けるとともに、決算書等の業務執行に関する重要な文

書を閲覧することができる。 

②監査役は、代表取締役と適宜会合をもち、監査上の重要課題等につ

いて意見交換を行う。 

③監査役は会計監査人と定期的に意見交換を行い、必要に応じ、補助

者として、弁護士、会計士その他の外部専門家等に依頼することが

できる。 

④監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求を

した場合は、当社は当該請求に係る費用または債務を速やかに処理

する。また、緊急または臨時に支出した費用については、監査役は、

事後的に当社にその償還を請求することができる。 

（６）反社会的勢力排除に向

けた体制 

 

 

 

 

①市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の

関係を遮断することを基本方針とする。 

②反社会的勢力からの不当な圧力、要求に対して毅然とした態度で

臨み、断固として拒絶する。 

③警察・弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力排除に向

けた体制整備を推進する。 
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